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ため池に関係する地盤工学的課題

提言4.1 ため池堤体の豪雨時の崩壊機構の解明と

定量的な挙動予測手法の確立

提言4.2 ため池堤体の越流時の侵食から崩壊に至る機構の検証と

その安全性照査技術の開発

提言4.3 豪雨時のため池堤体の浸透の変化に伴う堤体の崩壊機構の検証
とその安全性照査技術の開発

提言4.4 流木や土砂の貯水池への流入などによる、堤体の越流破壊の

発生機構の検証とその安全性照査技術の開発

提言4.5 老朽度の進んだ堤体の診断と評価技術

提言4.6 老朽度の進んだ堤体や基礎地盤に弱部を内在するため池の改修
・耐災補強技術の確立

提言4.7 複合災害によるため池の被災を軽減し地域の安全を実現するた
めの避難
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自然災害によるため池の被害
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直近10年間
(平成20～29年)に
ついて整理

□ため池の堤体決壊原因
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図4.1 狭山池の堤体の改修履歴と構造
（参考文献1に加筆）

歴史的な築造技術による改修の履歴を多様に内在している，＝＞不均一な堤体構造

ため池の特徴

1. 平成30年7月豪雨（西日本豪雨）による被害
2. 2府4県で32箇所の決壊

・広島県23箇所，岡山県4箇所，京都府2箇所，
大阪府１箇所，愛媛県１箇所，福岡県１箇所

3. 重大な損傷を受けたため池数も膨大

4. 設計や施工指針の検証・改訂

5. 地域の減災事業推進の面からも意義深い

⚫ ため池は全国に約20万箇存在
⚫ ため池の築造年代は，江戸時代以前（不明を含む）が69%（ため池データベースにあ
る受益面積が0.5ha以上を持つ9.6万箇所）

⚫ 池の管理については59%を地域の集落や個人が担当
＝＝＞歴史的な背景を内在するため池堤体の内部構造は，必然的に複雑な状態のまま

被災の機構解明は
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【研究・技術課題】

1.安全性予測と避難につながる技術開発

2.堤体の決壊プロセスの解明と予測・対策技術の開発

3.豪雨・貯水浸透、越流などの複合要因による破壊リスク評価

地盤工学に関する課題の抽出（ため池WG）

【基本コンセプト】

1.広域・多所・同時災害の発生を前提

2.防災と減災の適切な連携

【行政・社会連携】

1.設計施工基準や指針への反映

2.地元の技術者や管理者との連携強化

3.流域管理を前提とした総合的な地盤災害対策の視点での研究展開

4.地盤災害の的確な予測に基づく、避難・アラートの発信
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地盤工学的取組による国土強靭化と地域貢献

自然災害の軽減は地盤災害の現象解明が不可欠

地盤工学的手法で災害の規模を縮小＝＝＞減災の実現

災害の発生と危険性を
明確に予測できれば

災害を皆無にすることは
不可能

⚫ 広域・多所・同時災害の発生のリスク低減
⚫ 山間地から沿岸部までの災害の連鎖を封じ込める

目標設定

的確な対策
避難の初動発信
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地盤工学技術者による地域減災支援

自然災害の発生予測技
術開発

地域の住民の
主体的な避難行動

災害に対して頑健な地域造りに貢献

行政の的確な情
報提供

地盤工学技術者の支援

地元自治体・住民が活用で
きる技術、行動規範の策定

設
計
基
準
・
指
針

発 災

地域コミュニティの
防災・減災活動
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提言4.6 老朽度の進んだ堤体や基礎地盤に弱部を内在するため池の改修技術の確立
（長期的，社会全体・専門家）

1. 弱部が内在する可能性のある堤体を前提として、部分補強と全面改修の適切な選択
2. 長期的な耐久性の向上、維持管理の軽減、
3. 堤体の規模や重要度，維持管理を考慮した簡便で確度が高い対策技術の開発

写真4.6.2 越流による堤体の侵食
⚫ 2004年豪雨災害でのため池の被災
⚫ 土質選定と締固度の適切な管理に
よる高耐久化の可能性

ため池堤体の高耐久化技術に関する課題

1. 設計指針は全面改修を前提とし、部分改修による高耐久化は記載がない
2. 適切な最低限の部分改修（補強）によって大規模崩壊を軽減する必要がある
3. その簡便で経済的に優れた対策技術の有効性を検証することが重要
4. 貯水構造物を対象とした簡便な補強方法の開発が必要
5. 貯水状態，あるいは中間貯水状態での迅速補強技術の開発が必要
6. 複合的破壊（越流，すべり，浸透）に対応できる補強技術の開発が必要
7. 多様な災害に対する安全性を同時に向上できる補強技術の開発が必要 ため池における主要な耐震対策工

（設計指針「ため池整備」から引用・加筆）

補強土工法による堤体の高耐久化事例
（能登半島地震対策）
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提言4.7 複合災害によるため池の被災を軽減し地域の安全を実現するための避難における地
盤工学的課題 （長期的，社会全体・専門家）

1. 個別の施設災害が連鎖して流域の地域が甚大な被害を受ける連鎖的な複合災害を前提に地域の減災を実現

2. 適切な避難行動とその行動を支援するための施設整備の連携・強化は不可欠

3. 流域全体での避難のあり方や地域全体の災害を最小化するための地域整備と必要な技術開発

4. 特に，避難開始の判断やそのための情報入手と伝達方法も含めた技術とシステム開発を総合的に進める必要

1. 避難に対する基本姿勢

①住民が適切に災害を理解し，防災対策や避難行動がとれるよう，住民と行政が一体となって取組む

②災害リスクの普及啓発，避難訓練・防災教育，地域防災リーダーの育成，専門家による支援体制の整備

③各種災害のリスク情報の集約・重ね合わせ表示と提供

２．「自らの命は自らが守る」意識の徹底や災害リスクと住民のとるべき避難行動の理解促進

④住民が自らの判断で避難行動をとり，行政はそれを全力で支援するという住民主体の防災意識の構築

３．地域における防災力の強化

⑤行政情報から避難を判断する防災リーダーの育成のため，土砂災害などの専門家による支援体制構築

４．高齢者等の要配慮者の避難の実効性の確保

⑥地域の防災力（共助）による高齢者等の要配慮者への避難支援強化

５．防災気象情報等の情報と地方公共団体が発令する避難勧告等の避難情報の連携

⑦ハザードマップのような静的な情報とリアルタイムな情報の組み合わせと避難行動への展開

⑧小河川やダム下流，ため池下流への防災情報の発信

６．防災情報の確実な伝達

⑨防災行政無線の戸別受信機など，個々人が確実に避難情報等を受け取ることができる伝達手段の整備

⑩高齢者等の要配慮者などの情報弱者への確実な情報伝達

「平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関する

ワーキンググループ」の避難対策への提言
中央防災会議防災対策実行会議(内閣府）


